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研究成果の概要（和文）： 

本研究では、ITの持つ自己増殖的な高機能化メカニズムの製造技術に与える影響に注目し、
a) IT と製造技術のそれぞれの性格形成過程における共進的内生化メカニズムの解明, b) 
日本企業のイノベーション軌道を好循環に導く、企業間・産業間および国内外の外部技術
と独自技術開発との最適融合条件の解明, c) 以上をもたらす国・産業・企業の共進的内生
化特性・属性の変容、を日本および中国の製造業を中心とした企業群を対象に分析する。
それらの分析結果を基に、ITの進化・深化がもたらしたポスト情報化社会に適した企業の
技術経営システムを提言する。 

研究成果の概要（英文）： 

Focusing on the effect of IT's functionality development mechanism, its influence to the 
industrial technology is analyzed leading to elucidating the following mechanism: a) 
co-evolutionally domestication mechanism to the process of constructing characteristic 
of each technologies, b) optimal combination of indigenous technology and exogenous 
technology between firms, industries or countries. 
In addition, changing trajectories of the co-evolutionally domestication process is 
analyzed by utilizing micro data on both Japanese and Chinese firms centered by 
manufacturing industries. 
Based on those analyses, firm’s management technology system suitable to a 
post-information society led by IT development is suggested. 
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１．研究開始当初の背景 
日本は 1980 年代にハイテクミラクルを謳
歌したにもかかわらず、1990 年代以降の情
報化社会では、そのコアたる IT の革新・活
用において米国等に大きく立ち遅れるに至
った。 
この日本の競争力低下は、製造技術と IT

との技術形成及び利用の本質的な相違によ
るものと考えられる。すなわち、製造技術の
革新に絶大なる効果を発揮した日本的経営
システムとも称される日本の技術経営シス
テムが、ITに対しては必ずしも同様の効果を
発揮し得なかったことに起因する。 
この背景において、2000 年初期より、携

帯電話主導の新サービスの開発，ディジタル
家電の躍進等、日本経済が再活性化した。こ
れは、一部企業において、本来的な優位性を
持つ製造技術と、1990 年代の情報化社会で
学習した IT の革新・活用との相互補完的ダ
イナミズムの好循環が成され、市場での価値
を生み出したことによる。 
これらのトレンドより、1990 年代の情報

化社会を経た IT の進化・深化がもたらした
ポスト情報化社会において、企業の技術経営
システムも自ずと変容することが求められ
ることが伺える。 
 
２．研究の目的 
(1) 研究の着想 
① 情報技術と製造技術の共進的内生化 
研究分担者の科研費研究（「社会経済への

浸透過程における技術の性格形成メカニズ
ム」）の結果に立脚し、「社会経済全体が内包
する IT の自己増殖的な高機能化メカニズム
を企業内に取り込んで、独自の技術と融合さ
せることにより相互に啓発しながら進化」と
いう「共進的内生化」の概念を導出した。 
② 大連ハイテクパークでの臨床実験 

21世紀になってからの、日本における再活
性化企業群と、低迷企業群との 2極分化の現
象において、その要因として情報技術と製造
技術の内生化のメカニズムに注目した。 
大連市科学技術局及び大連理工大学の協

力の下、数次の現地調査・討議を経て、世界
中のハイテク企業が中国現地企業との協
業・共同研究を展開中の大連ハイテク立地企
業を対象とした「臨床実験」が、以上のメカ
ニズム解明の一助になるとの認識に至り本
研究を着想した。 

(2) 研究の目的 
本研究では、ITの持つネットワーク外部性
に代表される自己増殖的な高機能化メカニ

ズムの、製造技術の発展に与える影響に注目
し、 
① IT と製造技術のそれぞれの性格形成過程
における共進的内生化メカニズムの解明 

②日本企業のイノベーション軌道を好循環
に導く、企業間・産業間および国内外の外
部技術と独自技術開発との最適融合条件
の解明 

③ 以上をもたらす国・産業・企業の共進的
内生化特性・属性の変容 

を、日本および中国の製造業を中心とした企
業群を対象に分析する。 
それらの分析結果を基に、ITの進化・深化
がもたらしたポスト情報化社会に適した企
業の技術経営システムを提言することであ
る。 

 
３．研究の方法 
(1) 研究体制 
研究代表者は、東京工業大学を総合拠点と
し、先行基盤研究において構築した 21 世紀
COE事業推進担当横断的な研究体制に加え、
類似の先駆的取り組みがみられるシンガポ
ール国立大学（NUS）、エジプト日本科学技
術大学 (E-JUST) との共同研究体制を構築。
同時に、本件分野の研究の世界的 COE とし
て海外共同研究者を擁する IIASA（国際応用
システム分析研究所）にて、日米欧露豪印中
の比較実証研究の進捗等を定期的に検討す
る「総合検討会議」を活用し、世界の一級の
研究者・研究グループを包摂した総合的な国
際共同研究を展開。また研究分担者は、上記
「総合検討会議」をはじめとする国際共同研
究協力体制の構築において主導的役割を果
たしている。 

(2) 具体的な研究手法 
① 共進的内生化メカニズム分析 
技術の生産・普及・利用の一連の過程にお
ける IT の性格形成および新機能創出 (FD: 
Functionality Development) 過程の計測、
さらには IT と製造技術の融合を通じた技術
生産性の観測を行う。また、以上の効果の支
配要因（上記各過程別の要因，技術の種類，
社会経済の体質，企業の独自技術）のマクロ
ベース分析を通じて、計測結果の評価を行う。 
また、内生化関数（スピルオーバー技術同
化能力分析を基本）をもとに、以上の関連を
分析し、 共進的内生化メカニズムの概要を
把握する。 
② IT･独自技術開発最適融合効果分析 
a) 外部技術の内生化分析 
日本企業を対象としたイノベーション軌
道 (研究開発投資 → 技術ストック → 技術
進歩 → 生産 → 収益 → 投資決定のダイ
ナミズム)を、外部技術の内生化の観点から観



 

 

測し、研究開発投資によるイノベーション誘
発の最適化条件の分析を行う。 
以上を用いて、最適共進的内生化条件を明

らかにし、同条件からの乖離の影響の比較を
行う。 
b) 共進的内生化特性・属性の変容観測 
企業における内部技術と外部技術の技術

融合を通じた市場評価指標の構築および以
上に基づいた日本企業の業績の 2極化におよ
ぼす影響を分析し、それらの同質・異質企業
を峻別・評価を行う。 
以上の分析結果を基に、企業レベルの実績

融合状況・最適レベルを比較する。 
c) 国・産業・企業の共進的内生化特性・属
性の変容のダイナミズム分析 
中国大連ハイテクパークを事例とした、内
部技術と外部技術の技術融合を通じた共進
的内生化特性・属性の変容を観測。併せて、
先進国・新興国および発展途上国間の同質・
異質性を確認し、国・産業・企業の共進的内
生化特性・属性の変容のダイナミズムについ
て提言する。 
 
４．研究成果 
(1) 共進的内生化メカニズム分析 
① 製造技術と IT の性格形成 
工業化社会及び情報化社会に対応する製

造技術（MT）と ITの特徴は表 1のように比
較される。前者が、成長指向軌道を追求する
のに対して、後者は新機能創成主導軌道に立
脚する。 

表 1 製造技術と ITの特徴比較 
 1980s 1990s 2000s 
Paradigm Industrial society Information 

society 
Post-information 
society

Core 
technology 

Manufacturing 
technology 

ICT Software,  
service oriented 

Fundamental 
nature 

Given Self-propagating Ubiquitous 

Key features  
formation 
process 

Provided by 
suppliers 

Formed during the 
course of 
interaction with 
institutions 

Continually 
produced 
innovation  

Actors 
responsible for 
formation of 
feature  

Individual 
firms/organizations

Institutions as a 
whole 

Institutions as a 
whole stimulation 
from innovators 
and imitators 

例として日本の固定電話及び携帯電話の
普及軌道を観察すると、携帯電話は新機能 
(FD) を高めつつ自己増殖的成長を示してい
ることが観察される。 

 

図 1. 日本の携帯電話の新機能創出軌道 (1995-2006). 

② IT と製造技術の融合とその要因 
ITによる新機能の創出 (FD) は、得られる

効用を高めることで GDP を増大させる。増
大した GDP は研究開発を誘発し、技術スト
ック (T) を増大させる。増大した T はイノ
ベーション製品の普及軌道における普及天
井 (N) を上昇させるとともに、技術の限界
生産性を増大させ、技術による X（その他の
生産要因）代替弾性値を高めることで、持続
的成長に貢献する（図 2）。 

 
図 2. 生産・消費・普及関数 

また、最適化理論に基づき、図 3のように、 
(i) 効用を最大化させる投資強度（売上あた
り投資）、(ii) コスト最少、(iii) FD最大、を
同時に満足する条件を求めることによって、
至上の消費満足を導く最適 FD軌道を求めた。 
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図 3. 最適 FD導出システム.   

この関数を用いて、図 4 に示すように、
1996 - 2006の間の日本の携帯電話の普及軌
道を対象に実証分析を行った。 

 

図 4. 日本の携帯電話の実際軌道と最高軌道の比較 

(1996-2006). 

図 4を見ると最適 FD軌道は当初実際軌道
より低い水準をたどったが、その後 Sky 
Walker による e メール伝送の出現と軌を一
にしてそれを凌駕している。これは、超機能
がイノベーションに対する抵抗に代替し、ま
た追随者(最適軌道)が主導者(実際軌道)に代
替している可能性を示唆するものである。 

(2) IT･独自技術開発最適融合効果分析 
① 外部技術の内生化分析 
技術革新には企業間の協業が必要であり、
独力ではなしえず、技術革新の源泉は、そう
した他社・他者とのやりとりが基本となる。



 

 

それらの交流は共同研究といった直接的な
やりとりだけではなく、関連人材の移動など
を通じた、間接的・暗黙的なやりとりもあり
うる。 
日本の塗料産業を例とした、特許データを
用いたネットワーク分析による企業間スピ
ルオーバーの流れを明示的に観測した結果
は図 5である。 
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図 5. 塗料産業における共同研究ネットワーク. 

図 5より、イノベーションの創造において、
産業外の企業（外部企業）との共同研究が重
要な要素のひとつであることが示唆される。
またそれらの外部企業の中でも、産業内の複
数企業と共同研究関係を構築している中核
企業が存在していることが示される。 
中核企業は、多くの共同研究によって、直

接的な共同研究関係による研究成果の他、間
接的な研究成果など様々な知見を獲得して
いる。同時にハブとして、他企業にも少ない
コストで、多面的な研究開発活動を実現する
機会を与える。 
一方、1990 年代以降、日本企業は研究開

発活動における選択と集中を進め、コアでは
ない技術の切り捨てや外部技術のブラック
ボックス化により、外部技術を取り込む柔軟
な技術力を失った。技術の選択および投資配
分の割合により決定される技術の多様性は、
各分野への特許出願件数のシェアで概観さ
れる。これらを評価する指標として、技術分
野別の特許数シェアによるハーフィンダー
ル指数を算出したのが図 6である。 

 
図 6. 日本企業の業種別ハーフィンダール指数の変容 

(2002年および 2007年). 
繊維: TX; 化学: CH; 鉄鋼: ST; 非鉄: NM; 機械: GM; 電機: EM; 輸送機械: TM; 精密機械: 
PI; 情報・通信: IM; その他: OM 

図 6より、2002年から 2007年の間で、す
べての業種においてハーフィンダール指数

が上昇、すなわち多様性が失われていること
がわかる。 
② 共進的内生化特性・属性の変容観測 
以上の傾向が企業収益に与える影響を計
測した、2002 年および 2006-2007 年平均の
各企業のＨＨＩ変化量 (⊿HHI) および企業
収益をあらわす営業利益率の変化量  (⊿
OIS) との相関関係は図 7に示される。 

 
 図 7. 日本企業の業種別ハーフィンダール指数と収益

との変容相関分析. 

研究開発の多様性と収益の関係より、高収
益企業群は、他の企業に比して的確な研究開
発投資を通じた外部技術の獲得を可能とす
る技術の範囲と深さを有し、外部技術に対す
る理解を高める活動をしていることが示さ
れる。 
(3) 国・産業・企業の共進的内生化特性・属

性の変容のダイナミズム分析 
① 中国ハイテクパークの事例研究 
 以上の関係を基に、中国の IT と製造業の
共進的発展軌道を観察する。 
中国の知識集約型産業の成長率は非常に
高く、ハード投資主導型の伝統経済モデルか
ら脱却し、ソフト主導型の経済モデルの構築
をはかる段階にきている。日本企業の進出動
機も、製造業を主とした生産・製造拠点とし
てのみではなく、それに付随した情報や R&D
などの知識集約的な部署も増加している。 
中国において日系企業が多数進出する地
域では、オフショア開発をはじめ、両国の目
的・利害が一致して、共進的に発展してきた。
この関係は、日本をはじめとした対外技術導
入・学習により、中国の高い成長を達成する
要因のひとつとなっている（図 8）。 

 
図 8. 日中企業 IT ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞによる共進的発展構造. 

以上の関係をモデル化した、経済レベル，
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IT の潜在成長力および IT の発展状況の共進
関係は図 9に示される。 
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図 9. 経済レベル，ITの潜在成長力および ITの 

発展状況の共進関係. 

中国における地域別ソフトウェアパーク
は表 2にまとめられる。 

表 2 中国メインソフトウェアパークの比較 
 Sales revenue 

(Yuan billion) 

Export 

($ million) 

Number of firms 

 

Total employees

(thousand) 

 2003 2004 2005 2003 2004 2005 2003 2004 2005 2003 2004 2005

Beijinga 3.07 9.18 15.00 29.30 35.00 - 120 217 300 7.8 13.6 30.0

Shanghai 4.00 5.00 6.00 20.00 50.00 70.00 228 223 - 6.0 9.0 - 

Dalian 2.40 4.50 5.00 80.00 200.00 300.00 173 230 267 6.0 20.0 25.0

Xian 1.98 2.80 4.0 23.04 31.00 - 359 400 420 14.1 16.0 20.0

大連は他と比較して決して経済規模が大
きいわけではないが、海岸沿いであることか
ら地勢的に優れており、外国企業との関係が
とりわけ緊密である（表 3）。 

表 3 大連ハイテクパークにおける中国国内外企業 

(2005-2007) 
Number of firms/Year 2005 2006 2007 

 Chinese firms 159 (60%) 211 (58%) 227 (58%) 

Foreign firms 

(including global 500 

corporations) 

108 (40%) 

(22) 

153 (42%) 

(27) 

165 (42%) 

(33) 

Total 267 364 392 

こうした大連地域の地域内国内外企業の
共進的発展関係は図 10のように示される。 

 

図 10. 地域内国内外企業の共進的発展関係 

以上の関係を評価するフレームワークは
図 11に示される。この図 11のフレームワー
クおよび SWOT（strengths (S), weaknesses (W), 
opportunities (O) and threats (T)）分析により大
連の企業の経済システムを評価した。 

 
図 11. 地域企業の競争力評価のフレームワーク. 

これらの結果、大連においては産業クラス
タを構成することにより、潜在的なスピルオ
ーバー効果を有効に活用し、それらを産官学
の連携により規格化、システム化しているこ
とが伺えた。これらの効果は、日中の ITおよ
びそれに誘発された製造業の進化発展とい
う、ITと製造業の共進的発展軌道の形成を可
能としている。 
② 国別共進的内生化特性・属性の変容 
以上の中国・大連の事例をもとに、先進
国・新興国および発展途上国間の共進化構造
への発展を目途に、それらの国の異質性・同
質性について確認する。 
先進国（日本および欧米先進国）, 新興国

（BRICS）, 東南アジア諸国（ASEAN諸国）
および新進アフリカ諸国（GDP上位 10カ国）
の社会経済状況の同質性・異質性の比較とし
て、a) 経済 (一人当たりGDP, GDP成長率)、
b) 教育 (識字率, 公的な教育費)、c) ITイン
フラ (IT インフラ整備率, インターネット使
用者数、政府の効率性)、d) 技術 (研究開発
費) のデータを用いて主成分分析を行い、２
つの主成分から構成される散布図を作成し
た結果は図 12に示される。 

 

図 12. 主成分分析による各国集合体構造 (2004-2008平均). 

CP1: 技術・経済競争力指標; CP2: ITインフラを含む政府の効率性指標 

以上より、新進アフリカ諸国の社会経済環
境は、東南アジア諸国のそれに比して、大き
く劣るわけではないことが観察される。近年
の国内市場販売の強化に向けた生産・販売効
率の高度化および技術力の向上・高付加価値
化が課題となっているグローバルな競争環
境下では、中国進出の方策がベンチマークの
ひとつになる可能性を有することが伺える。 
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